
［標準様式例４-３］

業 務 の 名 称 東予港中央地区船舶航行解析業務

業 務 概 要

契約担当官等の氏名並
びにその所属する部局
の 名 称 及 び 所 在 地

分任支出負担行為担当官
四国地方整備局松山港湾・空港整備事務所長
愛媛県松山市海岸通２４２６－１

契 約 年 月 日 平成28年6月13日

契 約 業 者 名 （株）日本海洋科学

契 約 業 者 の 住 所 神奈川県川崎市幸区堀川町５８０番地

契 約 金 額 ￥１９，７６４，０００円（税込み）

予 定 価 格 ￥２０，３４７，７７７円（税込み）

随意契約によることとした
理 由

本業務は、プロポーザル方式により特定した上記の業者と会計
法第２９条の３第４項、予決令第１０２条の４第３号に基づ
き、随意契約を行うものである。

納 入 場 所 松山市海岸通２４２６－１

業 種 区 分 建設コンサルタント等

履 行 期 間 （ 自 ） 平成28年6月13日

履 行 期 間 （ 至 ） 平成28年10月4日

備 考

備考

随意契約結果及び契約の内容

本業務は、実船と同様の模擬船により操船を行うビジュアル式
操船シミュレーション（以下、操船シミュレーションという）
のための基礎データ作成及び操船シミュレーションを行い、東
予港中央地区複合一貫輸送ターミナル整備事業の整備効果の早
期発現が可能な港形に整備する際の航行安全性について操船環
境からの妥当性を判断するための基礎資料を作成するものであ
る。

公表対象随意契約が単価契約である場合には、契約金額欄に契約単価を記載するとともに、備考欄に単価契約であ
る旨及び契約単価に予定調達数量を乗じた額を記載する。


